
別紙様式第４号

（注）農業地域類型欄には、地区の農業地域類型（都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農業地域）を記載すること。

Ⅰ　地区の成果目標 （単位：経営体、％）

Ⅱ　経営体の成果目標

補正の内容

1

付加価値額の拡大(円) 7,159,200

農業経営の法人化

1.6% 農地台帳
34.24

11,826,174
11,826,174 15,059,547 15,059,547

34.64

就業者一人当たり
付加価値額の拡大

経営面積の拡大(ha) 34.24
34.24 58.24 58.24

就業者数

12,519,386 13,114,591
算定
内訳

人件費 0
0 0 0
0 0

20,935,192 14,573,038

費用総額
青色決算書

7,875,120
-796.2%

8,415,806 1,458,447 0

実績を確認し
た資料名等1年度目

（令和3年度）
2年度目

（令和4年度）

３年度目
（目標年度：令

和5年度）

7,159,200 7,875,120

2年度目
達成状況

（％）

収入総額 18,985,374
18,985,374 22,934,667 22,934,667

No 対象経営体名 項　　　目 現状

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績）

選
択
目
標

③ 農業経営の複合化

④ 農業経営の法人化

⑤ 輸出の取組

1

必
須

目
標

付加価値額の拡大
0 1 1

0.0%
0 0

0.0%
0 0

② 農産物の価値向上

担い手確保・経営強化支援事業目標達成状況報告書（2年度目）

都道府県名 市町村名 地区名 農業地域類型 計画承認年度 目標年度 事業実施主体

美瑛町北海道 美瑛町 美田 中間農業地域 令和3年度 令和5年度

①

項　　　目

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） 2年度目

達成状況
（％）

１年度目
（令和3年度）

２年度目
（令和4年度）

３年度目
（目標年度：令和5年

度）

経営面積の拡大
0 1



Ⅲ　達成状況に関する事業実施主体の所見(評価)

Ⅳ　その他

　１　人・農地プランの作成状況

　（１）作成した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（２）今後の見通し（未作成の場合）

　２　法人化の状況

　（１）法人化前の組織等の名称：

　（２）法人化した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（３）今後の見通し（法人化していない場合）

〔記入要領〕

１　「現状」「目標」欄は、担い手支援計画及び経営体調書の成果目標の「現状」「目標年度」欄の内容を記入する。

Ⅰ及びⅡの「達成状況」欄の上段は、担い手支援計画及び経営体調書にある計画を記入し、下段は、当該年度の実績を記載し、

　「○年度目の達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を記入する。

「付加価値額の拡大（0％）」「経営面積の拡大（0％）」の2項目について、目標を達成出来なかった。

「付加価値額の拡大」については、化学肥料・農薬等の価格高騰に伴う費用の増加、収入の減少により目標を達成することが出来なかっ
た。普及センターの普及指導員やJAによる指導を受けるとともに、栽培管理方法の見直し、作物の生産性の向上を図りつつ経営面積の拡
大に努めることで目標達成を目指す。

「経営面積の拡大」については、当初の計画より土地の購入または賃貸を予定していたが、農地の出し手が見つからず土地の集積を行うこ
とができなかったことが原因となり、目標が達成できなかった。今後については、目標の経営面積の拡大を図れるよう指導するとともに、関
係機関で連携して集積を促進し、目標を達成することとする。

２　Ⅱの対象経営体の成果目標に関する達成状況は、担い手支援計画の添付資料である経営体調書に掲げた経営体の成果目標の項
　目について、対象経営体毎に記入する。また、付加価値額の拡大（算定内訳を含む。）及び就業者一人当たり付加価値額の拡大につ
　いて、実績を補正したものについては、実績値の前に（補）と記載する。「項目」欄の「補正の内容」欄には、実績を補正したものについ
  て、補正の要因及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載する。なお、記入欄は対象経営体数等に応じて適宜挿入すること。
　　Ⅱの経営体の成果目標達成状況の達成率は、(実績-現状）/(年度計画-現状)×100により求めるものとする(小数第2位は切り捨て、小
　数第1位まで記入する。）。

３　Ⅲの「達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立ち遅れがあ
  る場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。なお、担い手支援計画承認年度及び目標年
　度前年度の必須成果目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者又は、目標年度における必須成果目標の達成状況が80％
　未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導内容を記入すること。
　　　また、目標年度において目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場合又は選択目標がおおむね達成されていな
　 い場合）は、別途、別紙様式５号により経営体ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた具体的な改善措置及び達成見込
   時期等を記入するとともに、地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向を記入する。

４　Ⅳの１については、事業実施時点で人・農地プランを作成していない地区である場合（実施要綱別記第１の２の（４）に該当する地区で
  ある場合）に記載し、２については、助成対象者が集落営農組織である場合（別記４の（１）のイの（ア）のｃに該当する場合）に記入する。



別紙様式第４号

（注）農業地域類型欄には、地区の農業地域類型（都市的地域、平地農業地域、中間農業地域、山間農業地域）を記載すること。

Ⅰ　地区の成果目標 （単位：経営体、％）

Ⅱ　経営体の成果目標

担い手確保・経営強化支援事業目標達成状況報告書（2年度目）

都道府県名 市町村名 地区名 農業地域類型 計画承認年度 目標年度 事業実施主体

美瑛町

項　　　目

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） 2年度目

達成状況
（％）

１年度目
（令和3年度）

２年度目
（令和4年度）

３年度目
（目標年度：令和5年

度）

北海道 美瑛町 美沢 中間農業地域 令和3年度 令和5年度

必
須

目
標

付加価値額の拡大
0 1 1

100.0%
1

選
択
目
標

① 経営面積の拡大
0 1 1

③ 農業経営の複合化

⑤ 輸出の取組

0.0%
0 0

④ 農業経営の法人化

② 農産物の価値向上

実績を確認し
た資料名等1年度目

（令和3年度）
2年度目

（令和4年度）

３年度目
（目標年度：令

和5年度）
46,400,135 56,400,135

青色決算書

299,557,154 364,116,697 364,116,697

No 対象経営体名 項　　　目 現状

目標
達成状況（上段：計画、下段：実績） 2年度目

達成状況
（％）

354,813,226

56,400,135 令和3年度
達成済94,208,421

費用総額 309,571,555
309,571,555 376,289,368 376,289,368

収入総額 299,557,154

就業者一人当たり
付加価値額の拡大

算定
内訳

人件費 56,414,536
56,414,536 68,572,806 68,572,806
65,784,603

383,237,044

135.33 141.71 141.71
-692.9% 農地台帳

138.28 91.12

就業者数

補正の内容

1

付加価値額の拡大(円) 46,400,135

農業経営の法人化

経営面積の拡大(ha) 135.33



Ⅲ　達成状況に関する事業実施主体の所見(評価)

Ⅳ　その他

　１　人・農地プランの作成状況

　（１）作成した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（２）今後の見通し（未作成の場合）

　２　法人化の状況

　（１）法人化前の組織等の名称：

　（２）法人化した日　　　　年　　　　月　　　　日

　（３）今後の見通し（法人化していない場合）

〔記入要領〕

１　「現状」「目標」欄は、担い手支援計画及び経営体調書の成果目標の「現状」「目標年度」欄の内容を記入する。

Ⅰ及びⅡの「達成状況」欄の上段は、担い手支援計画及び経営体調書にある計画を記入し、下段は、当該年度の実績を記載し、

　「○年度目の達成状況（％）」欄はその年度の計画に対する達成状況を記入する。

３　Ⅲの「達成状況に関する事業実施主体の所見（評価）」欄は、成果目標の達成状況を勘案して記入するものとし、達成に立ち遅れがあ
  る場合には、その要因を把握した上で達成に向けた具体的な取り組み内容を記入すること。なお、担い手支援計画承認年度及び目標年
　度前年度の必須成果目標の達成状況がいずれも80％未満である助成対象者又は、目標年度における必須成果目標の達成状況が80％
　未満である助成対象者については、専門家等を活用した重点的な指導内容を記入すること。
　　　また、目標年度において目標が達成されていない場合（必須目標が達成されていない場合又は選択目標がおおむね達成されていな
　 い場合）は、別途、別紙様式５号により経営体ごとに未達成となった理由を整理し、目標達成に向けた具体的な改善措置及び達成見込
   時期等を記入するとともに、地域への影響等と構造政策を進めるための今後の取組方向を記入する。

４　Ⅳの１については、事業実施時点で人・農地プランを作成していない地区である場合（実施要綱別記第１の２の（４）に該当する地区で
  ある場合）に記載し、２については、助成対象者が集落営農組織である場合（別記４の（１）のイの（ア）のｃに該当する場合）に記入する。

「経営面積の拡大（0％）」の1項目について、目標を達成出来なかった。

「経営面積の拡大」については、当初の計画より土地の購入または賃貸を予定していたが、農地の出し手が見つからず土地の集積を行うこ
とができなかったことが原因となり、目標が達成できなかった。今後については、目標の経営面積の拡大を図れるよう指導するとともに、関
係機関で連携して集積を促進し、目標を達成することとする。

２　Ⅱの対象経営体の成果目標に関する達成状況は、担い手支援計画の添付資料である経営体調書に掲げた経営体の成果目標の項
　目について、対象経営体毎に記入する。また、付加価値額の拡大（算定内訳を含む。）及び就業者一人当たり付加価値額の拡大につ
　いて、実績を補正したものについては、実績値の前に（補）と記載する。「項目」欄の「補正の内容」欄には、実績を補正したものについ
  て、補正の要因及び補正の方法（実績値の補正過程）を記載する。なお、記入欄は対象経営体数等に応じて適宜挿入すること。
　　Ⅱの経営体の成果目標達成状況の達成率は、(実績-現状）/(年度計画-現状)×100により求めるものとする(小数第2位は切り捨て、小
　数第1位まで記入する。）。


